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内
訳

土砂埋立て等による土壌汚染と災害を未然に防止するため、必要な規制を行うことにより、市民生活の安全を確保する
とともに、市民の生活環境を保全することを目的とする。

条例改正も視野に入れながら、現行条例にできる限り即した、埋立て事業に対する指導を行っていく。
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B

土壌汚染と災害防止のために必要であり、適正な経費で効果を上げている。

A

土壌汚染と災害防止のために必要であ
り、適正な経費で効果を上げている。
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「土砂埋立て等による土壌汚染と災害を防止するための規制条例」に基づく埋立指導事業を実施する。
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土砂埋立て等による土壌汚染と災害を未然に防止するため、必要な規制を行うことにより、市民生活の安全を確保する
とともに、市民の生活環境を保全することを目的とする。
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特定事業実施事業者等

条例改正も視野に入れながら、現行条例にできる限り即した、埋立て事業に対する指導を行っていく。

A A B

一般財源

46,19027,129

19,061

0

2.50

0.00

27,129

0

0

0

(決算額) (千円) (千円)

対
象
者

条例に基づく埋立て事業に対する指導を行う。
目

標

一人あたり

世帯あたり 977

414

事業費

参
考

27,129

(円)

(円)

(人)

(人)

コ
ス
ト
情
報
・
従
事
職
員
数

その他特定財源

0

0

国府支出金

地方債

5,067

5,067

0

0

0

20,937

15,870

0

2.00

0.00

444

185

5,067

22,062

22,062

0

0

0

25,253

3,191

0

0.50

0.00

533

229

22,062



事業：埋立指導事業                                

 

河内長野市土砂埋立て等による土壌汚染と災害を防止するための規制条例※に基づき、一定規模以上の埋立て

事業に対する許可等、適切な事務の執行に努めた。また、条例による許可を受ける必要がない埋立て事業につい

ても、行政指導を推進し、条例の目的・趣旨の達成に努めた。 

 

 

細事業：埋立指導事業                                

 

１．平成 25年度の特定事業の許可状況 

許可件数（変更許可数）  5（5）件 

不許可件数  0件 

２．平成 25年度の特定事業に係る行政処分状況 

行政処分を行った案件   0件 

 

 

※ 河内長野市河内長野市土砂埋立て等による土壌汚染と災害を防止するための規制条例 

･･･土砂の埋立等による土壌の汚染や土砂の崩落などによる災害の発生を未然に防止するため、必要な規制を行

うことにより、市民生活の安全確保と生活環境の保全を目的として、平成 10年に制定された条例。 

平成 20 年には、よりいっそうの規制強化を図る観点から、定義や許可基準等に係る規定の改正を行った。ま

た、平成２３年に、宅地造成工事のうち面積３，０００平方メートル以上、かつ、外部から３，０００立方メー

トル以上の土砂等を搬入して行う特定事業など、実質的な土砂埋立行為といえるものについて本条例の規制対象

とする改正を行うとともに、事業面積が３，０００平方メートル未満の小規模特定事業について、一定の規制要

件について緩和する改正を行った。 

 

 

 

 


